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自 平成２６年 ４ 月 １ 日 

至 平成２７年 ３ 月３１日 

日 本 年 金 機 構 



 

平成２６事業年度決算報告書 

（平成 26年 4月 1日～平成 27年 3月 31日） 

（単位：円） 

区  別 予算額 決算額 差 額 備 考 

収入 

 運営費交付金 

 

運営費交付金 

 

  事業運営費交付金 

 

 その他の収入 

   

計 

 

 

282,599,150,000 

 

128,949,636,000 

 

153,649,514,000 

 

339,722,000 

 

282,938,872,000 

 

282,599,150,000 

 

128,949,636,000 

 

153,649,514,000 

 

342,015,123 

 

282,941,165,123 

 

0 

 

0 

 

0 

 

△ 2,293,123 

 

△ 2,293,123 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

 業務経費 

 

 

163,865,947,000 

 

 

147,641,218,243 

 

 

16,224,728,757 

 

 

 

 

保険事業経費 

 

68,407,841,000 61,718,112,611 

 

6,689,728,389 

 

入札によるコストの削減が図られたこ

と等による。 

 

オンラインシステム経費 

    

43,289,609,000 

 

41,477,032,035 

 

1,812,576,965 

 

入札によるコストの削減が図られたこ

と等による。 

 

年金相談等経費 

 

41,952,064,000 

 

37,677,460,569 

 

4,274,603,431 

 

入札によるコストの削減が図られたこ

と等による。 

 

年金記録問題対策経費 

 

10,216,433,000 

 

 

6,768,613,028 

 

 

3,447,819,972 

 

効率的な業務の実施によるコスト削

減、記録問題対応職員の人件費の減等

による。 

 

 一般管理費 

  

 

119,072,925,000  

 

 

114,583,742,455 

 

 

4,489,182,545 育児休業等による人件費の減等によ

る。 

 

       計 282,938,872,000 262,224,960,698 

 

20,713,911,302  

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。 

（１）損益計算書の業務経費の「職員人件費」は、決算報告書上は「一般管理費」に含まれております。 

（２）損益計算書の「施設使用料収入」及び「雑益」は、決算報告書上は「その他の収入」に含まれております。 

 


